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(ウ) 関係団体発行の機関誌及び区市町村ＨＰによる広報 

(エ) 新聞広告 

 朝日新聞、読売新聞、毎日新聞、日本経済新聞、東京新聞、産経新聞、都政新報 
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特 別 区 職 員 互 助 組 合 

概 要 

 

特別区職員互助組合（以下「本互助組合」という。）は、特別区及び特別区の一部事務組合職

員の相互共済及び福利増進を図ることを目的として、「特別区職員共済組合に関する条例」〈昭

和27年特別区人事事務組合条例第3号〉に基づき、昭和27年7月1日に「特別区職員共済組合」とし

て発足した。その後、昭和37年12月1日、地方公務員等共済組合法の成立により、新共済組合（現

在の東京都職員共済組合）が設立されたことに伴い、名称を「特別区職員互助組合」に変更した。 

 昭和50年4月1日には、特別区制度改革により保健所等の事務移管と合わせて、従来の東京都配

属職員制度が廃止されたことにより、所属組合員71,000人を有する組合となった。 

 また、平成7年4月1日には、退職者のための準組合員制度が発足した。 

その後、平成12年4月1日に都区制度改革による事務移管に伴い、清掃従事職員の一部と特別区

立幼稚園に勤務する教育職員が、平成14年4月1日に地方公務員法の改正に伴い再任用職員が、平

成18年4月1日に都派遣職員の身分切替えに伴い清掃従事職員が新たに本互助組合に加入した。  

この間、本互助組合は、社会状況や組合員ニーズの変化に適切に対応するため、適宜、事業の

見直しを行い、組合員の福利厚生の充実に努めてきた。 

一方、本互助組合を取り巻く社会状況が大きく変化する中で、平成17年11月の特別区長会総会

で、「特別区職員の福利厚生事業に関する地方公務員法に基づく自治体の使用者責任は、各区が果

たすこととし、本互助組合は、現行事業を抜本的に見直し、その特性に立脚した効果的・効率的

な事業に限定して実施する。」とし、「本互助組合への公費負担の廃止」、「本互助組合が保有する

財産の各区への返還」などを内容とする見直し方針が決定された。この方針に基づき労使交渉が

行われ、平成18年7月に労使合意を得た。 

本互助組合は、この労使合意を踏まえ、組合費を給料月額の1,000分の2.2から1,000分の1.7に

引き下げるとともに、各区が行う事業との役割分担を整理し、事業を抜本的に見直し、平成19年

度以降、次の方針を基本に事業を実施している。 

１ スケールメリットを最大限に活かした事業運営 

２ 組合員のライフプランと自己啓発への支援 

３ 簡素で公平、効率的な事業運営 

 

 組合員数                                     （単位：人） 

区   分 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 

組 合 員 数 67,636 67,784 67,139 66,915 66,634 

指     数 (100) (100.2) (99.3) (98.9) (98.5) 

 注 組合員数は各年度4月1日時点 
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機  構 

１ 概 説 

 本互助組合は、特別区人事・厚生事務組合管理者（以下「特人厚管理者」という。）の統理

のもとに、議決機関として評議員会を、執行機関として理事会を、監査機関として監事を設け、

事務事業の運営に当たっている。 

 また、個人情報の処理状況について監査する個人情報監査役を設けている。 

 

２ 組 織 

   評議員会  （議決機関） 

   理事会   （執行機関） 

                        事 業 課（事業、保険） 

   組合長                   職員相談室 

                        会 計 課 

   監 事   （監査機関） 

   （4名のうち2名は個人情報監査役を兼任） 

 

   各区等の事業所長    所管責任者    事務取扱者・給与取扱者 

 

３ 評議員会 

 評議員会は、50人の評議員をもって構成される。評議員の半数は各区長、東京二十三区清掃

一部事務組合管理者、その他の団体にあっては特人厚管理者が組合員の中から推せんする者（選

定評議員）を、他の半数は各職員団体が組合員の中から推せんする者（互選評議員）を特人厚

管理者が選任する。評議員会は、予算の決定、決算の認定、規則の制定・改廃、福利事業の新

設・廃止及び重要な改正、基金の設置及び処分等の議決を行う。 

 

４ 理事会 

 理事会は、12人の理事をもって構成される。理事の半数は選定評議員が互選した者を、他の

半数は互選評議員が互選した者を特人厚管理者が選任する。理事会は、本互助組合の業務を掌

理するとともに、評議員会の付議事項、資産の管理運用、規程の制定・改廃等の議決を行う。 

 

５ 組合長 

 組合長は、理事の中から特人厚管理者が任命し、本互助組合の常務を統轄し本互助組合を代

表する。 

 

６ 監 事 

 監事の定数は4人で、理事の例により特人厚管理者が選任する。監事は、本互助組合の経営に

係る事業の管理及び本互助組合の出納その他の事務の執行を監査する。 

 

７ 個人情報監査役 

 個人情報監査役の定数は2人で、選定評議員及び互選評議員がそれぞれ互選した者を組合長が
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８ 各区等と事業所 

 本互助組合の組合員に関する事務は、各区役所等や各区教育委員会を事業所として定め、各

事業所において処理することとしている。 

 

９ 職員構成（平成29年4月1日現在） 

区分 事 業 課 職員相談室 会 計 課 合 計 

部 長 (1)   (1) 

課 長 1 [1] (1) 1[1](1) 

総括係長及び係長 3 1 (2) 4(2) 

主任主事及び係員 11 1 (4) 12(4) 

計 15(1) 2[1] (7) 17[1](8) 

  [ ]は兼務、( )は併任職員 

 

財   政 

 

１ 概 説 

 本互助組合の事業運営に要する経費は、組合員の負担する組合費等でまかなわれている。組

合費は、組合員が給料の1,000分の1.7を負担するものである。 

本互助組合の会計は、一般会計及び保険等事業特別会計の2会計で構成されている。一般会計

は、組合費、事業運営基金繰入金等を財源として、施設関係費、ライフプラン事業費、職員相

談事業費などの福利事業費や広報普及費等の経費を計上している。保険等事業特別会計は、保

険手数料収入を主な財源として、保険事務費や一般管理費等の経費を計上している。 

  

２ 平成29年度予算  

 (1) 一般会計                                                    （単位：千円） 

区            分 29年度予算額 28年度予算額 増(△)減額 増(△)減率(%) 

収 

 

 

 

入 

基本財産運用収入 

組合費収入 

雑収入 

返還金収入 

他会計からの繰入金収入 

基本財産取崩収入 

繰越金 

6,708 

416,762 

80,986 

20,000 

104,203 

78,846 

7,183 

7,466 

425,535 

81,423 

20,000 

115,110 

286,909 

88,750 

△ 758 

△ 8,773 

△ 437 

0 

△ 10,907 

△ 208,063 

△ 81,567 

△ 10.2 

△ 2.1 

△ 0.5 

0.0 

△ 9.5 

△ 72.5 

△ 91.9 

計 714,688 1,025,193 

 

△ 310,505 

 

△ 30.3 

 

支 

 

出 

事業費支出 

管理費支出 

基本財産取得支出 

予備費支出 

539,752 

146,226 

26,710 

2,000 

812,970 

155,387 

54,836 

2,000 

△ 273,218 

△ 9,161 

△ 28,126 

0 

△ 33.6 

△ 5.9 

△ 51.3 

0.0 

計 714,688 

 

1,025,193 

 

△ 310,505 

 

△ 30.3 
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(2) 保険等事業特別会計                                             （単位：千円） 

区            分 29年度予算額 28年度予算額 増(△)減額 増(△)減率(%) 

収 
 

入 

事業費収入 

雑収入 

繰越金 

349,985 
102 
0 

367,030 
152 

0 

△17,045 
△50 

0 
 
 

△4.6 
△32.9 

0.0 

計 350,087 

 

367,182 △17,095 

 

△4.7  

  

 支 
 

出 

事業費支出 

管理費支出 

他会計への繰入金支出 

予備費支出 

82,704 
161,180 
104,203 

2,000 

81,664 
168,408 
115,110 

2,000 

1,040 
△7,228 

△10,907 
0 

1.3  
△4.3 
△9.5  

0 

計 350,087 

 

367,182 △17,095 

 

△4.7  

  

 


